(別記様式第１-２号)　

実施希望地区別調書
活　　動　　名
· 目的
· 市町村名
· 実施主体
（主　催）

（共　催）

（地域リーダー）

· 実施計画
（内　　容）
（参加対象）

（実施時期）
（人　　数）
（実施場所）
· 期待される事業効果
· 事業費
	支出項目
	内訳（規格、数量、単価等）
	金額（円）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	支出合計
	

	収入内訳

※実際の県基金からの支援額は要望額と異なる場合があります。
	県基金（千円単位）　　（　　　%）
	

	
	市町村基金　　　　（　　　%）
	

	
	その他　　　　　　（　　　%）
	


※根拠資料として見積書等を添付してください。
■ 消費税の取扱い

  消費税納税義務　　（　有　　・　　免除　）←どちらかに○をつけて下さい

　※消費税納税義務者の場合は、消費税を除いた額が分かるように記載して下さい。
【複数年にわたって活動助成を要望する場合は、年度毎の活動計画を記載してください。】
■ 実施計画・実績
（内　容）
　　　　年度：

　　　　年度：

　　　　年度：

　　　　年度：

　　　　年度：
　
■ 事業費

　（円）
	
	
	活動1年目
	活動2年目
	活動3年目
	活動4年目
	活動5年目

	
	
	　年度
	　年度
	　年度
	　年度
	　年度

	事業費合計
	
	
	
	
	

	内訳
	県基金
	
	
	
	
	

	
	市町村基金
	
	
	
	
	

	
	その他 （自主財源等）
	
	
	
	
	


※自主財源等を含めた事業計画となるよう作成して下さい。

※自主財源で実施する内容は、委託費で実施する内容と経理を区別して下さい。

※有料のイベントの実施や農作物等の販売など、収益が発生する見込みがあるものに関する経費は、委託費の対象外となります。
■ 自主財源の内容

（例：「○○会の会費を充当する」、「○○の収益を活動費に充てる」等）

■ 本事業の実施に際し、国や県及び地方公共団体等から補助金や委託費を受けている、又は今後その予定がある。（※どちらか該当する項目に○をつけてください。）
　（　　）受けている、又は受ける予定がある

　　　　　事業名又は補助金・委託費の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（　　）受けていない、今後も受ける予定がない

■ 過去に、「沖縄、ふるさと百選」で認定された実績がある。
（※ある場合は、下記に記載してください。）
	認定年度
	

	部門名
	

	認定名
	

	団体名
	


【過去に事業を実施し、事業終了後５年経過後に再応募する活動団体は記載して下さい】

· 事業利用年度
　　　年度  ～  　　　　　年度（　　　年間）
· 再応募の理由
